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(1962) の静学的 2 部門 2 要素モデル以来，一般均衡の枠組みを用いて機能的分配を分析するアプローチが主流を形成
してきた。本学位請求論文は，これまでの議論を踏まえて，種々のより現実的な状況をモデルに反映させることによ
って拡張し，帰着理論の一般化を目指したものである。論文は 9 章からなり，第 1 章で従来の理論を展望しその問題
点を整理した上で，第 2 章では規模に関する収穫可変性，第 3 ， 6 章では地域経済モデ、ルで需要の異質性または 3 要
素が存在する場合，第 4 章では労働市場に不均衡が存在する場合，第 5 章では公共財が生産および需要に影響する場
合，第 7 章では生産に不確実性が存在する場合，第 8 章では労働供給の可変性を考慮した動学的帰着，最後の第 9 章
では税の「差別的帰着」を考える場合に代替される税が定額税でなく同税もまた歪みを生じる場合の動学的な帰着を，
扱っている。

















第 7 章「不確実性と租税帰着」では， 1 部門に生産の不確実性が存在し，その結果期待利潤が存在する状況が扱わ
れ，同じ問題を扱った従来の議論が税の労働・資本所得に及ぼす影響のみを考慮しているのに対し，期待利潤への影
響も分析することによって従来の結論が異なりうることを示している。













に，本論文はそれを，市場不均衡が存在するケース( 4 章) ，生産性および需要に影響を及ぽす公共財が存在するケー
ス( 5 章) ，生産技術(または供給)に不確実性が存在するケース( 7 章) ，労働供給の可変性を考慮した場合( 8 章) , 
歪みを持つ消費税によって税が代替される場合の短期および長期の差別的帰着( 9 章) ，また，地域間で要素の移動が
自由でない場合で， Marshall 的な収穫の可変性が存在するケース( 2 章) ，需要の異質性および要素数に関する拡張・
一般化( 3 , 6 章)等，帰着分析の対象として考えられる状況をほぼ網羅的に検討し，同理論を大きく拡張・一般化
するとともに，それぞれ一定の明確な結果を導出している。学位請求論文は，その提示・構成においてはより一層の
改善の余地があり，また内生的成長モデ、ルや世代間重複モデル等を用いたより一般的な枠組みでの租税帰着に発展さ
せるという今後の課題を残しているが，その分析内容は周到で，租税帰着理論の発展に大きく貢献しており，高く評
価される。以上から，本論文は博士(経済学)の学位に十分値すると判断する。
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